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令和８年度第１回北海道グローバル戦略の展開に関する有識者会議 議事録 

 

日 時 令和８年５月 21日（木）14：00〜15：25 

場 所 道別館 12 階 HIECC 特別会議室 

出席者 【有識者】 

伊藤 雅淳（公益社団法人 北海道観光機構 会長室室長） 

竹村 秀和（北海道農業協同組合中央会 農政対策部長） 

遠山 りえ（北海道国際法律事務所 代表弁護士） 

トン ヌー ジェム トゥー（在北海道ベトナム人協会 会長） 

中川 岳春（独立行政法人 国際協力機構 北海道センター所長） 

中野 亨（北海道木材産業協同組合連合会 参事） 

長谷川 浩幸（公益社団法人 北海道国際交流・協力総合センター 副会長兼専務理事） 

平井 貴幸（札幌大学 准教授） 

平田 未季（北海道大学教育イノベーション機構 教授） 

    【北海道】 

     藤嶋国際局長、木下国際課長、髙橋経済交流担当課長、山本外国人材担当課長、 

森久保課長補佐、後藤課長補佐 

議 題 

 １．国際関連の取組、課題についての情報共有 

 ２．その他情報共有 

議 事 

（木下国際課長） 

ただいまから、令和８年度第１回北海道グローバル戦略の展開に関する有識者会議を開催いたしま

す。 

 私は、本日、進行を務めます北海道庁国際課の木下と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

本日の会議は、９名の皆様の出席で進めてまいります。所要時間は１時間半程度を予定させていた

だいております。御協力のほどよろしくお願いいたします。 

それでは開会にあたりまして、国際局長の藤嶋より一言、御挨拶申し上げます。 

 

（藤嶋国際局長） 

皆様、お疲れ様でございます。国際局の藤嶋でございます。 

本日は、御多忙のところ、皆様、御参加いただきまして誠にありがとうございます。また、日頃か

ら本道における国際施策の推進に当たりましては、多大なる御理解と御協力を賜りまして、この場を

お借りして、厚くお礼申し上げます。 

道では、目まぐるしく変わる世界情勢に機動的に対応しつつ、国際関連施策を総合的に推進するこ

とを念頭に置きまして、本年３月に北海道グローバル戦略第二期を策定したところでございます。 

本会議におきましては、皆様からたくさんの貴重な御意見をいただきました。誠にありがとうござ

いました。 
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さて、この新たな戦略ですけれども、ここに掲げております「めざす姿」というのがございます。

「地域と世界が調和しながらともに発展し、世界で輝く北海道」。この「めざす姿」の実現に向けて

は、当然ではありますけれども、国際情勢の的確な把握、そして関係機関との連携による取組が重要

であるということは言うまでもないところでございます。 

例えば、最近ですと、中東情勢の悪化、そしてホルムズ海峡の事実上の封鎖による原油の供給不安

によりまして、本道においても影響が生じているところでございます。これを受けまして、各経済団

体と連携しまして、その緩和に向けた要望などを、国に対して行ったところでございます。 

また、本年 12月になりますが、新規の国際航空路線として、新千歳＝バンクーバー線と新千歳＝サ

ンフランシスコ線、両路線の就航が予定されております。これらは、本道とカナダ、そして本道とア

メリカ本土を結ぶ、初の定期航空路線となるものですので、これを機に、道としても皆様とともに、

ビジネスですとか観光・文化教育など、様々な分野における交流の発展につなげていきたいと考えて

いるところでございます。 

この戦略の推進に当たりましては、こういった現下の国際情勢について、本日お集まりの有識者の

皆様から情報をいただけるということは、本当にありがたい限りでございまして、また、併せて道の

施策への御意見ですとか、皆様方の現在の取組についても御発言いただいて、今後の道の取組に反映

してまいりたいと考えておりますので、是非、忌憚のない御意見をいただきますようよろしくお願い

したいと思います。 

 

（木下国際課長） 

それでは議事に入る前に、この有識者会議に新たに加わりました皆様を御紹介させていただきま

す。 

公益社団法人北海道観光機構の伊藤様でございます。 

 

（伊藤氏） 

伊藤です。よろしくお願いいたします。 

 

（木下国際課長） 

北海道国際法律事務所の遠山様でございます。 

 

（遠山氏） 

遠山です。よろしくお願いいたします。 

 

（木下国際課長） 

北海道木材産業協同組合連合会の中野様でございます。 

 

（中野氏） 

中野です。よろしくお願いします。 

 

（木下国際課長） 
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以上、３名の皆様は、今回初めての御出席となります。 

次に、昨年度の会議にも御出席いただきましたが、今回有識者会議の構成員に御就任いただきまし

た皆様を改めて御紹介させていただきます。 

在北海道ベトナム人協会のトゥー様でございます。 

 

（トゥー氏） 

よろしくお願いいたします。 

 

（木下国際課長） 

北海道大学教育イノベーション機構の平田様でございます。 

 

（平田氏） 

よろしくお願いします。 

 

（木下国際課長） 

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

なお、本日の議事概要につきましては、過去の有識者会議と同様、道のホームページで公開するこ

ととしておりますので御承知おき願います。 

続きまして、配布資料の確認をさせていただきます。まず、１枚ものの次第と出席者名簿。２枚も

ので資料１。３枚もので資料２。同じく３枚もので資料３－１。１枚もので３－２。同じく１枚もの

３－３。同じく１枚もので３－４。続いて１枚ものの４－１、同じく１枚もので４－２。２枚もので

４－３。最後に１枚ものの参考資料となっております。よろしいでしょうか。 

それでは、議事に入らせていただきます。 

次第の２「国際関連の取組、課題についての情報共有」といたしまして、最初に、本年３月に策定

いたしました北海道グローバル戦略第二期の概要と、続けて昨年度と今年度の道の主な国際関連施策

について御説明申し上げます。その後、皆様から、国際関連の取組、課題につきまして、御発言を頂

戴いたしましてお互いに情報共有できればと考えております。 

それでは、配布資料１から３に基づきまして、事務局から御説明申し上げます。 

 

（後藤課長補佐） 

国際課の後藤と申します。４月からこのグローバル戦略を担当いたしまして、皆様には大変お世話

になりますけれどもよろしくお願いいたします。それでは失礼ながら、座りながら説明をさせていた

だきたいと思います。 

私から、資料の１、２、それから３－１について簡単ではございますが、説明させていただきたい

と思います。 

資料１北海道グローバル戦略第二期についてですが、この概要について御説明いたします。 

委員の皆様には昨年度、策定に当たって御議論いただきましたので説明は簡単にさせていただきた

いと思いますが、先ほど局長の藤嶋からもお話がありましたように、目まぐるしく変わる世界情勢に

機動的に対応しつつ、戦略的に取組を進めるために、本年３月北海道グローバル戦略第二期を策定い
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たしました。 

内容については、骨子案から素案、原案と御確認いただいていたところです。１ページめくってい

ただいて、３番のスライドにありますとおり、今後、戦略の「めざす姿」として掲げた「地域と世界

が調和しながらともに発展し、世界で輝く北海道」の実現に向けて、４ページから５ページ目にござ

います３つの展開方向に沿った国際関連施策を道民や市町村をはじめ、多様な主体と連携して推進す

ることとしております。また、この戦略の推進に当たっては、有識者会議でいただく御意見のほか、

道が毎年度行う政策評価、それから北海道総合計画の関連する指標、また今後お示しするモニタリン

グ数値なども踏まえて、取組の改善を進めることといたしますので、これまで策定にお力添えをいた

だいたところですが、今後の推進に当たっても、皆様の御協力をお願いしたいと思いますのでよろし

くお願いいたします。 

続きまして、資料の２を御覧ください。令和７年度の国際関連施策についてです。この資料は、前

期のグローバル戦略に基づき進めた、昨年度の主な道の国際施策の取組結果を整理したものでござい

ます。 

視点の一つ目として、左側にあります「世界に売り込む」に関しては、北海道ブランドの確立と戦

略的活用に向けて、海外で開催された展示会への出展、また商談会を開催するなど、海外からの投資

誘致、道産品の販路拡大、インバウンドの誘致に取り組んだところでございます。また、「グローバル

ネットワークの強化」、真ん中、上から２つ目でございますが、これに向けては姉妹友好提携地域のう

ち、提携から周年の年を迎えたカナダのアルバータ州、アメリカのマサチューセッツ州、韓国の釜山

とソウルとの間で、それぞれ相互訪問や記念行事を行いまして、交流の進展、拡大を図ったところで

あります。 

視点の二つ目、「世界とつながる」に関しましては、多文化共生社会の形成に向けて、日本語学習の

支援体制の構築や、外国人住民と日本人住民の協働の取組を推進するなどの事業を行いました。ま

た、外国人材の確保に向けては、インド、インドネシア、ベトナムを対象にジョブフェアなどを実施

したところでございます。 

視点の三つ目、「世界と向き合う」に関しては、海外展開、交流によるリスクマネジメントに向け

て、輸出先国の貿易政策の変更に伴うリスクへの道内企業の対応力を高めるために、講座や専門家派

遣などを実施したところでございます。 

個別の事業の取組結果については、資料の２枚目以降を御覧いただければと思います。 

続きまして、資料の３－１について御説明いたします。こちらは令和８年度の国際関連施策でござ

います。３月に策定した第二期のグローバル戦略に基づいて、ここに記載の施策を展開することとな

ります。私の説明の後に、いくつかの主な取組予定を御説明させていただきますのでよろしくお願い

いたします。 

本道を取り巻く国際情勢は目まぐるしく変化しておりまして、戦略に掲げる「めざす姿」の実現に

向けて、この３つの展開方向に沿って道民の皆様をはじめ、多くの関係者との連携の下、地域におけ

る外国人の活躍、海外との経済交流、姉妹友好地域との交流など、幅広い分野における国際施策を連

携させながら総合的な推進を図っていきたいと思います。 

私からの説明は以上です。 

 

（木下国際課長） 
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続きまして、姉妹友好提携地域との交流につきまして国際課課長補佐で友好交流担当の森久保より

御説明申し上げます。 

 

（森久保課長補佐） 

友好交流を担当しております森久保と申します。本日課長の吉田が海外出張に行っておりますので

代わりに出席させていただきました。よろしくお願いいたします。 

それでは、資料の３－２を御覧ください。現在、北海道では６カ国 10地域と姉妹友好提携を結んで

国際化の推進に努めているところです。今年度は２か国、３地域との周年事業を予定しております。 

まず、対象地域ですけども、中国の黒竜江省、韓国の慶尚南道、あと済州自治道、この３つとなっ

ております。 

黒竜江省は、日中情勢を踏まえて対応を検討したいと考えておりますが、７月には例年どおり札幌

においてチャイナフェスティバルの開催が決まっておりますので、こうした取組を積み重ねて検討し

てまいりたいと思います。 

韓国の２地域においては、６月には当課の若手職員が在札幌韓国総領事館の招待によって訪韓する

こととなっておりますので、そうした交流を重ねながら観光等の促進をしていきたいと考えておりま

す。 

そして、来年、提携 10周年を迎えるハワイにつきましては、現在ハワイ州にて開催されている「日

本・ハワイ姉妹州・姉妹都市サミット」に職員が参加しております。現地においては、サミットへの

出席の他、北海道のプロモーションやビジネスセミナーを行うなど、食の魅力や再エネポテンシャル

のＰＲにより経済交流を促進して、来年の周年事業につなげてまいりたいと考えております。 

そして、来年、日本とタイの国交樹立から 140周年を迎えることもありまして、その動向を踏まえ

ながら、更にその１年後、今から２年後になりますが、北海道とチェンマイ県提携 15周年に向けて対

応を重ねながら交流を促進してまいります。 

その他の地域につきましては、周年事業のフォローアップですとか、国際情勢を注視しながら、今

後も友好交流を進めていくこととしております。 

以上です。ありがとうございます。 

 

（木下国際課長） 

続きまして、経済関連の主な事業につきまして、同じく国際課経済交流担当課長の髙橋から御説明

申し上げます。 

 

（髙橋経済交流担当課長） 

髙橋と申します。よろしくお願いいたします。 

資料３－３に基づきまして御説明させていただければと思います。現在、この３本とも具体的な事

業内容については検討しているところでございますが、御紹介させていただければと思っておりま

す。 

最初の「リスク対応型輸出人材育成事業費」ということで、このグローバル戦略は御意見いただき

ながら作成いたしましたけれども、そういったグローバルなリスクが顕在化していく中で、リスクに

対応して自立的に事業者の皆様が海外展開していけるような事業を考えてございます。区分といたし
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まして、「リスク対応講座」、これは様々な海外のリスクですとか、デジタル技術を生かしたＥＣサイ

トですとか、そういった講座を開かせていただいて、事業者の皆様に海外展開の１つの方法としてＥ

Ｃサイトを活用するような販路開拓の知識習得をしていただければなというふうに思ってございま

す。 

また、「専門アドバイザー派遣」、そして「フィールドワーク」ということで、中国、韓国と書いて

ますが、今こちらも検討中でございまして、ＥＣサイトを活用したようなテスト販売を現地で実施し

たいと考えてございます。 

次に、真ん中の「道市連携海外展開推進事業費」につきましては、道と札幌市で海外展開の協議会

を作ってございまして、そちらの協議会の枠組みで実施する事業でございます。「１ デジタル技術を

活用したグローバル市場開拓事業」ということで、道産品の市場開拓、そして販路の拡大というとこ

ろで、アジアとか欧米からバイヤーを招聘いたしまして、道内で、道内の事業者様とマッチング商談

会を実施しまして、それに付随してセミナーを実施するなど考えてございます。今年、日本とシンガ

ポールの外交関係樹立 60周年ということもございまして、そういった機も捉えましてＡＳＥＡＮ、シ

ンガポールなど、現地でプロモーションをしていきたいと考えてございます。もう１つ「２ 環境・

ＤＸ等ビジネス共創支援事業費」ということで、環境あるいはＤＸ、デジタル分野で事業者の皆様の

海外展開の相談支援ということで、今年度は台湾を軸に現地展示会の方に出展していきたいなと考え

てございます。 

最後の「海外販路拡大・投資誘致促進事業費」ということで、これは道に優位性のあるデジタル関

連産業などの成長分野を主に対象といたしまして、欧米どちらかで現地プロモーション、そして海外

投資企業などの方を道内に招聘させていただきまして、地域づくりと調和のとれた投資を道内に呼び

込むような事業を検討してございます。 

こちら、まだ検討中の部分がございますが随時内容を決定次第、国際課のホームページで公表して

まいりたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

併せて、私ども道も海外事務所がございますので、そちらも活用しながら、事業者様の海外展開の

支援をしていきたいと考えてございます。 

以上でございます。 

 

（木下国際課長） 

続きまして、多文化共生関連の主な事業につきまして、外国人材担当課長の山本から御説明申し上

げます。 

 

（山本外国人材担当課長） 

山本と申します。よろしくお願いします。 

先ほど資料３－１にもありました展開方向①の（２）「地域における外国人との共生」の中の、令和

８年度の新規事業として「外国人地域調和モデル事業」の実施を予定しております。 

道内で在住外国人が増加しまして、日本の制度、ルールやマナーの理解不足によるトラブル、根拠

のない情報による外国人への偏見、誤解など、外国人の方々を巡る様々な議論が顕在化しているとい

う状況は、皆様、御承知のとおりかと思います。 

こうした中で、日本語とか、日本文化の理解がまだまだこれからという方々に、日本語も堪能な外



 

 7 / 21 

国人の方が様々な相談・助言に対応したり、日本の習慣、文化をプッシュ型で発信していくことが必

要ではないかということで、外国人の方を地域おこし協力隊として３振興局に配置するものです。予

算額としては約 1,100万円となっております。 

概要にもありますけども、日本語の能力要件として、いろいろと議論がありましたが、ＪＬＰＴの

Ｎ２以上。Ｎ２の目安が、日常的な場面で使える日本語の理解に加えて、より幅広い場面で使われる

日本語をある程度理解できるとされています。こういった方を募集していく考えです。 

地域に既にいらっしゃる在住外国人の方々に対しまして、母国語を活用しながら、日本語の学習支

援とか、母国語も交えた生活オリエンテーションの実施とか、あと日本語の勉強をしていく中、生活

していく中で、地域の日本人との交流の場づくりなど、外国人の地域おこし協力隊の方によって外国

人目線に立った細やかな支援を展開していきたいという目的があります。 

在住外国人の数とか地域のニーズなどを踏まえて、胆振にはミャンマー、渡島にはベトナム、オホ

ーツクにはインドネシアの方を配置する予定です。道内もいろいろな国・地域の方がいらっしゃいま

すけども、やはり北海道は全国とも比べて特定技能とか技能実習といった在留資格の方々が多いとい

う傾向もあり、こういった在留資格の方が多いのがこの３か国で、いろんな国の方を支援したいので

すが、この３つでスタートしたいと考えています。 

右側が事業の大枠のイメージですが、実際には地域を回る中で、市町村とか国際交流団体、自治会

あるいは企業の皆様などからの細かいニーズを拾いながら、それぞれ地域の実情に応じた取組を企

画、展開していこうというもので、現在募集に向けて鋭意作業をしており、８月までに選考を終え

て、目標ですけど９月から活動開始ができればと考えています。 

取組としては３か年の事業を予定していまして、各地域の取組で得られたものを、分析なども加え

ながら道内の市町村にも広めていけるような展開を考えています。 

以上です。 

 

（木下国際課長） 

国際関連施策に関する道側からの説明は以上になります。 

それでは御出席の皆様から順次御発言をお願いしたいと思います。発言の内容につきましては、た

だ今、道から御説明申し上げました施策に対する御意見ですとか、国際関連の情勢など、併せまして

皆様が所属されております団体における今年度の国際関連の取組予定など、共有いただけるものにつ

いて御紹介いただければ幸いです。 

なお勝手ながら、お１人様５分程度でお願いできればと存じます。 

それでは北海道観光機構の伊藤様からお願いいたします。 

 

（伊藤氏） 

北海道観光機構、伊藤です。 

観光業界の立場から発言させていただきます。 

まず、令和７年度国際関連施策について資料２、こちらにつきまして振り返らせていただきます。 

３つの視点のうち１つ目、「世界に売り込む」という部分におきまして、「北海道ブランドの確立と

戦略的活用」、これに向けて「誘客促進強化事業」及び「アドベンチャートラベル推進事業」を、令和

７年度事業として我々観光機構で観光局とも連携しながら実施したところです。 
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主に観光の高付加価値化を目指しまして、メインターゲットは欧米豪市場、観光消費額が高いとさ

れているこの３市場をメインターゲットに、欧米豪における北海道観光レップ事業を中心に事業実施

いたしました。二つ目、「アドベンチャートラベル推進事業」におきましては、ＡＴＷＳ2025がチリで

行われたわけですけれども、こちらへ出展したり、あとは国際的な旅行博において、北海道のアドベ

ンチャートラベルのプロモーションを中心に実施したところでございます。 

続きまして、「世界とつながる」という２つ目の視点におきましては、「新規就航誘致活動事業」と

いうところで記載がございますけれども、こちらも、ＨＡＰさんですとか航空港湾局とも連携しなが

ら機構としても連動して動いてきたというところが令和７年度の施策についての振り返りでございま

す。 

続きまして、８年度の資料３－１でしょうか。国際関連施策についての予定になりますけれども、

展開の方向の①「外国人を引きつけ、共生する地域づくり」ということで、我々の業界では三つ目の

「インバウンド」のところにフィーチャーしてお話しさせていただきます。 

今、申し上げたアドベンチャートラベル推進事業、それから誘客促進事業。この辺りは引き続き、

観光レップを起点としたプロモーション事業の継続が非常に重要であると考えておりますので、今年

度においても、ターゲットである欧米豪市場において、高付加価値化に向けて事業を推進していく、

継続していくということが重要であると考えております。アジア市場においては、台湾、タイ、シン

ガポール、マレーシアの国際旅行博の出展等におけるプロモーションを予定しております。 

特筆すべき点としては、先ほど事務局からの共有にもあったとおり、グローバルリスクの軽減に向

けた施策といたしまして、こちらに記載の「インド市場誘客促進事業」及び「中東市場誘客促進事

業」は、我々の観光機構の理事・幹事で構成される理事担当部会というのがありまして、そこのプロ

モーション部会で、新しい市場の開拓という観点が非常に重要であるという示唆をいただきまして、

新規事業として道庁に予算要求をさせていただいた背景がございます。それが令和７年度なかった、

グローバルリスクの軽減に向けた新しい取組として、今年度、北海道観光機構にて実施していく事業

の１つになります。 

次の展開方向について、③「国際交流・協力による地域間のつながりの拡大」（２）の「人と地域の

つながり」に記載のある「国際線誘致促進事業費」も、我々といたしまして、先ほど藤嶋局長からも

お話があったように、12月にユナイテッド航空のサンフランシスコ線、それからエアカナダのバンク

ーバー線が、新しくロングホールとして新規就航しますので、こういったことを契機としたプロモー

ション、特に申し上げているとおり、高付加価値化に資するようなプロモーションを、北米、カナダ

などに向けて展開をしていくことが非常に重要であると考えております。 

特にトピックスとしては、今、申し上げた新規就航を契機にしたプロモーションに、今年度、力を

入れていくことが非常に重要であると考えております。 

簡単ですが、以上です。 

 

（木下国際課長） 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きましてＪＡ北海道中央会竹村様、よろしくお願いいたします。 

 

（竹村氏） 
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 ＪＡ北海道中央会 竹村でございます。 

 私からは外国人材との共生、そして産業振興、特に食料安保の面、この二点についてであります。 

 一つ目が、外国人材の関係であります。農業分野においても、外国人材の方々が担い手として、もは

や欠くことができない存在でありますし、外国人材の受入れや定着に向けた各地域の取組も進んでおり

ます。 

 そのため以前と比べ、外国人材の方々は、農業現場で着実に増えてきていると思っております。 

 ただ、現場でいろいろ話を聞いていると、課題も何点かあるかなと思っております。 

 一つ目が、外国人材の方々の住居の問題であります。市町村で物件があったとしても、地域の中の合

意形成が難しく、なかなか住居が確保できないというケースがあるということも聞いております。 

 もう一つが、各種免許の関係であります。交通ルールの遵守、交通事故ゼロは当然としながらも、も

う少し、自動車運転免許をはじめ、各種免許がスムーズに取得できるようになれば、外国人材の方々が、

農業現場でより一層活躍することができるかなと思っておりますので、我々と外国人材が共生できるよ

うな環境づくりに向けて、国と道庁、もちろん市町村、我々も含めまして、環境づくりに向けての啓発

普及が、今後ともより一層重要かなと思っております。 

 もう一つが、産業振興の面の食料安全保障の確保という点であります。 

 我が国の食料安定供給という面で、北海道農業の役割は非常に大きいものと思っております。 

 肥料や飼料、各種生産資材等は、食料の安定生産、安定供給の上で欠くことができないものでありま

す。そのため、生産資材の供給が減少するようなことになれば、農畜産物の生産の減少にまで直結して

しまう恐れがあります。今、まさに中東情勢等で、それらの生産資材の安定供給への不安が高まってい

る状況でございますので、道庁、また国には、そういう生産資材の供給が滞る、又は資材の供給が減少

するような兆候を捉えた時点から、速やかに対策を講じていただいて、より深刻な状況に陥ることを防

いでいただくことが求められていると思っております。そして、その都度、その深刻度合いに応じた措

置を講じていただくことが、食料の安全保障の観点からも必要だと思っております。 

 そういう点も、道庁を始め国にも政策の面で求めてまいりたいと思っているところでございます。 

 以上、二点でございます。 

 

（木下国際課長） 

 竹村様ありがとうございました。 

 それでは、続きまして北海道国際法律事務所 遠山様、よろしくお願いいたします。 

 

（遠山氏） 

 遠山です。私は、北海道の渉外弁護士です。渉外弁護士というのは、国際ビジネス弁護士のことを言

います。渉外弁護士という珍しい立場から、主に欧米との関係を中心に、北海道の国際ビジネスに関わ

る現場で一体何が今起きているかという実感について、三点ほどお話させていただきたいと思います。

既に資料４－１で配布していただいておりますので、併せて御確認ください。 

 まず一点目は、燃料費の高騰が輸出入に与える影響です。 

 御存じのように今、ホルムズ海峡の事実上の封鎖等で、非常に燃料費が高騰しておりまして、貿易条

件、インコタームズというものがございますが、これは国際貿易における費用やリスク負担の移転ポイ

ントを定める国際規則で 11 の条件があります。輸出入するときには必ず関わってくるものですけれど
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も、このように燃料費が高騰した場面では、誰がそのコストの増えた分を負担するかという決定をする

ところの重要な指標となります。 

 具体的には、私の配りましたハンドアウトにもいろいろ書いてありますけれども、売主側が負担する

ものと、買主側が負担するものに二つ大きく条件が分かれています。特にＤＤＰという条件に関しては、

輸出をする側が、関税を含む全費用を持たなければいけないという、リスクが最大になるものです。 

 問題は、現在のように、外交、地政学的要因で費用が大きく変わる時代に、特に北海道ですと、多く

の企業の方々が、契約を結ぶ場合に物価変動条項を含んでいないことがほとんどです。 

 実際に金額が急騰した場合に、その負担はどうするかというところで、初めて口頭で交渉を重ねた結

果、関係が悪化してしまった。取引が中断した、若しくは調印直前であれば、契約が不成立になってし

まう危険が生じます。実際に、そのようなことが現場で生じております。 

 中小企業にとっては、そういうものがあることが分かっていないところがありますけれども、実際に

は輸出入関わる場合に、非常に関係してきますので、国際取引をする際に、物価変動条項や保険費用分

担条項などを含むという工夫が必要となりますので、そのように企業に対しての周知が重要だと考えて

います。 

 二点目といたしまして、「ビジネスと人権」というものがございます。 

 これは、2011年の国連の指導原則を出発点に、企業がサプライチェーンの全体の中で、人権・環境リ

スクを把握して対処することを求めるという考えです。 

 ビジネスと人権で重要な点は、各国で法制化が進んでいるということで、よく言われているＥＳＧや、

昔の企業のソーシャル・レスポンスビリティといったＣＳＲというものとは異なって、法的義務になり

つつあるということです。 

 特にＥＵですと、ＣＳＤＤＤというものがございまして、「ＣＳトリプルＤ」と呼ばれたりしますけれ

ども、「企業サステナビリティ・デューデリジェンス指令」というもので、これが 2024年に発効されて、

2027年から企業に段階的に適用が始まります。 

 また、北米も例外ではなくて、特にカナダなどで人権デューデリジェンスの義務化などを通じて、企

業の責任ある行動を強く求めている。この世界的傾向は止まることなく進んでいます。 

 道内企業にとっては、自分たちは海外と直接取引をしていないから大丈夫、と思ってるところも多い

のですが、本当に末端の方で間接的な取引がある場合でも、突然、サプライヤー調査票というものが届

いて、英語で書かれていて、それに回答しなければいけない。回答しないでいる、もしくは対応しない

でいると、取引停止という大きなことに繋がります。知らなかったで済まされない、本当に大きなリス

クが今世界的に進んでおります。環境とかのこともいろいろ叫ばれてる段階で、そこのことも気にしな

ければいけないということを、どちらかというと北海道の企業、うちは関係ないよね、と思ってるとこ

ろが多いと思いますけれども、啓蒙、啓発活動と実務的支援が重要になるかなと思います。 

 最後に、外資導入の促進について、言わずもがなですけども北海道、ＧＸ・ＡＩ金融特区となってお

ります。それで、いろいろとニューヨークとかでも、プロモーションを実施されていると伺っていて、

方向性は大変すばらしいなと感じています。 

 一方で、北海道全域での外資導入という観点では、受け皿となる整備がまだ進んでいないのではない

か、優良会社を呼び込むための重点的なプロモーションがまだ課題として残っているのではないかなと、

個人的にいろいろ感じるところがございます。 

 いずれも国際的に企業が活躍していくために必要な問題となりますので、その点についても議論いた
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だければと思います。 

 ありがとうございました。 

 

（木下国際課長） 

 ありがとうございます。 

 続きまして在北海道ベトナム人協会 トゥー会長、よろしくお願いいたします。 

 

（トゥー氏） 

 皆様、こんにちは。私、在北海道ベトナム人協会の代表、そしてＣＭＧグループ株式会社の代表のト

ゥーと申します。本日は、本当にこのような貴重な機会をいただきまして、心から感謝を申し上げたい

と思います。 

 私、多分参加メンバーの中で唯一海外出身だと思います。ベトナムのフエから参りました。 

 北海道に来て今年で 16年目になります。日本に初めて来たのは 24年前で、北海道ではなく、東京で

した。ただ、大都会で一回暮らしてみて、合わないなと思って一度帰国しました。 

 北海道には、最初、北海道教育大学との提携プログラムで、教師として来ました。単身赴任で来まし

たけれども、いろいろと文化の違いなども結構ありまして、その後、どんなに大変なことがあっても、

家族で暮らせば、一緒に乗り越えられるかなと思い、夫もＩＴ企業の経営者だったのですが、思い切っ

て仕事を辞めて北海道に来ました。 

 どうして私が長く北海道に居たくなったのか、そして、外国人として地域に来たとき、どんな大変な

ことがあったのかも合わせて、説明させていただきたいと思います。 

 夫と娘は、北海道に来たばかりの頃は、日本語は全く話せなかったので、何も分かりませんでしたが、

周りの方々にいろいろと大変お世話になって、優しく支えていただきました。最初、北海道には３年間

だけいる予定でしたけれども、振り返るともう 16年になりました。 

 どうして私が、仕事も変わりながら、このように北海道で長く生活を続けてきたのかというと、もち

ろん地域の豊かさ、自然の豊かさ、人の温かさ、支えていただいたことなどありますが、一つ挙げると

すれば、やはり一番大きい理由は、人との繋がりだと思います。 

 地域の方々、職場の方々、友達が、異国で暮らす私たちを何度も支えていただきました。外国人であ

る私を、地域の仲間の一人として受け入れてくださった、その経験が、私にとって大きな支えになりま

した。そして、いつか自分もこの北海道に恩返ししたいと思うようになりました。今、私や家族にとっ

て、北海道は単なる居住地ではなく、人生そのものになっています。 

 一方、長年、北海道に来る外国人と関わる中でもう一つ感じてきたことがあります。 

 それは、外国人が北海道を離れる大きな理由は、仕事だけではなく、孤立や不安、地域との繋がりの

弱さにあるということです。逆に言えば、地域に良い場所ができると、人は残ります。ここで頑張りた

い、地域の役に立ちたい。そう思う外国人は本当にたくさんいます。 

 こうした経験が、現在の私の仕事に繋がっています。私は、現在ＣＭＧグループで、外国人材の採用、

定着支援、教育、多文化共生支援を行っています。私たちの仕事は単なる人材紹介ではありません。企

業様が安定、安心して外国人を受けれるように支援、外国人が地域に根づき、安心して暮らし続けるよ

う伴走することです。 

 私は、今、北海道に必要なものは、外国人材をどう呼ぶかだけでなく、どう地域に根付いてもらうか
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という視点だと思っています。 

 北海道グローバル戦略第二期では、「外国人を引きつけ、共生する地域づくり」が挙げられています。

私はこの方向性にとても共感しています。その上で、現状から三点だけ共有させていただきます。 

 一つ目は、定着を中心に考えることです。採用人数だけではなくて、５年後、10年後、北海道に残っ

ている人を増やす視点が重要だと思います。 

 二つ目は、地域との繋がりづくりです。日本語教育、地域交流、相談できる環境、防災情報など、安

心して暮らせる基盤づくりが、結果として、企業の安定した人材確保にも繋がります。 

 例えば、今、道内の外国人コミュニティの中でベトナム人の居住者が１万 4000人で一番多いですが、

直行便はまだありません。藤嶋局長も昨年度すごく取り組んでいただいて、道庁や関係機関の代表者が、

ベトナムの政府を訪問して、直行便の早期就航を要請しています。北海道がすごく好きな人なら残りま

すけれども、直行便がなければ、帰省するとき２回、３回と乗り換えなければならず、時間も費用もか

かるので不便です。また、インバウンドの誘客についても、北海道に旅行に来たいベトナム人は多いの

ですが、直行便がまだないことが課題かなと思います。道とベトナム航空、北海道エアポート株式会社

の三者が締結した覚書に基づいて今年３月に初めてチャーター便が運航されましたけれども、やはり定

期便の就航に向けて一生懸命、頑張りたいなと思います。 

 三つ目は、ベトナムをはじめとするアジアとの教育、連携の強化です。 

 ベトナムでは、北海道への関心が非常に高く、将来的な人材教育、経済交流の可能性はとても大きい

と感じてます。 

 私は、外国人は支援される存在ではなく、地域を共につくるパートナーだと思っています。北海道が

外国人にとって、単なる働く場所ではなく、ここに行きたい、この地域に恩返ししたいと思える場所に

なれば、地域も企業ももっと元気になると信じています。微力ではございますけれども、今後とも地域、

企業、外国人コミュニティを繋げる架け橋として、北海道の発展に貢献してまいりたいと思います。 

 どうもありがとうございます。 

 

（木下国際課長） 

 ありがとうございました。 

 続きましてＪＩＣＡ北海道 中川様よろしくお願いいたします。 

 

（中川氏） 

 中川でございます。 

 このグローバル戦略で掲げられている課題はたくさんございますけれども、是非、北海道庁にはＪＩ

ＣＡを始め、いろんな関係団体と連携していただいて、課題を解決して可能性を広げていただけたらい

いかなと思います。 

 前回の会議では、政府の「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」も踏まえて第二期

北海道グローバル戦略を決定していくということだったと理解しています。 

 関係閣僚会議で決定された「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」が出ましたけれ

ども、そこではＪＩＣＡが果たすべき役割が明示されました。それは北海道においてもＪＩＣＡが果た

すべき役割という形で政府に求められているものですので、その内容を簡単に紹介いたします。 

 一つ目としては、「地方公共団体における多文化共生関連業務を円滑に実施することができるよう、
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ＪＩＣＡ海外協力隊経験者等、国際経験の豊かな人材の積極的なリクルートに向けＪＩＣＡとの連携を

強化」するようにとあります。海外協力隊事業は、ＪＩＣＡの一番有名な事業ですが、実際に、協力隊

経験者が道庁や自治体、北海道内の企業で働いて、貢献しております。この点は、是非、今後も連携を

強化していきたいと考えています。また、ＪＩＣＡのホームページに「ＰＡＲＴＮＥＲ（パートナー）」

というものがあります。民間も含めて、いろいろな団体で、国際関係の知見がある人を採用したいとい

う場合は、ＰＡＲＴＮＥＲに登録ください。民間企業だけでなく、地方自治体、外務省、厚生労働省、

農水省も、活用いただいています。是非ＰＡＲＴＮＥＲも活用し、海外協力隊の経験者を御活用いただ

きたいです。 

 今日、有識者のトップバッターは観光分野からでしたけども、例えば北海道エアポート社さんは自社

の社員を２年間休職させて、海外協力隊に参加させています。是非、自社の人材を育成するために、協

力隊事業を御活用ください。 

 二つ目としましては、「ＪＩＣＡ海外協力隊をはじめ、国民等の協力活動を推進する観点からも、ＪＩ

ＣＡが全国に配置している国際協力推進員や国内拠点を活用し、国際協力や途上国についての理解促進」

をするようにとあります。ＪＩＣＡが唯一、都道府県の中で二つの拠点を持っているのが北海道でござ

います。札幌と帯広にセンターがあって、この関係閣僚会議の資料に言及のあった国際協力推進員につ

いても、５都市、旭川、苫小牧、帯広、北見、釧路に配置しております。様々な課題・ニーズが、自治

体、企業、団体、学校にあると思いますので、我々ＪＩＣＡがお手伝いできることがあるかもしれませ

んので、そういうニーズがありそうな場合は、ＪＩＣＡの札幌、帯広や国際協力推進員に是非、御相談

ください。 

 三つ目としましては、「ＪＩＣＡによる研修員の受入事業等を通じて、開発途上国の親日外国人材に

地方公共団体等での研修機会を提供することで、日本と開発途上国間双方の学びあいを推進」が掲げら

れています。年間数百人の研修員が、海外から北海道に学びに来ております。本日参加の有識者の関係

では、林業を学んでいる人もおりますし、北海道大学で研修を受けている人もいます。観光機構さんや

北海道庁でも研修を受け入れていただいております。日本政府はＪＩＣＡ研修を、途上国に教えるだけ

ではなくて、学び合いを推進するために活用するよう求めています。研修員から我々日本人も学ぶこと

がたくさんありますので、研修を通じた学びの機会の提供を続けていきたいなと思っております。 

 北海道庁の説明の中で、外国人協力隊、タイのチェンマイとの友好都市関係、また北海道観光機構さ

んからは観光振興の話もありました。昨年度実施した例で言うと、タイ政府が自国のタイ人を協力隊と

して海外に出すという、タイ版ＪＩＣＡみたいな制度を導入しまして、その受入れで、2025年２月から

今年２月まで釧路市役所に観光分野でタイ人が１年間来ていただきました。北海道庁が導入した外国人

協力隊の外国人の定着を支援するという役割ではありませんでしたが、タイの人に釧路、道東の観光の

魅力を伝えることを、インスタとかで発信をしていました。 

 北海道においては、ニーズ・課題はたくさんある一方、予算や人員は限られていると思うので、例え

ば途上国側からの知見の活用というのも御検討頂くのも良いかと思います。例えばタイのチェンマイに

友好都市の関係で出張に行くときに、担当課の業務だけではなくて、観光など他の分野での連携も模索

していただくといいと思います。 

 資料４－２になります。 

 一つ目。中小機構さんやＪＥＴＲＯさんだけではなくて、ＪＩＣＡもＯＤＡで民間企業のお力をお借

りする事業をやっております。「中小企業・ＳＤＧｓビジネス支援事業」という形で、海外での事業を通
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じて、開発途上国の課題を解決して、自社の利益も確保していただくという事業です。今年度の募集は、

今年８月から始まります。同スキームを利用して海外に事業所を展開したり、商談も成立している道内

の企業が相当数出てきております。是非御活用いただきたいと思います。 

 ２ポツ目の草の根技術協力事業は、北海道庁も含む地方自治体や大学、ＮＧＯなどが海外での技術協

力を実施できるという事業で、皆様が海外に行って技術移転をするコストも出ますし、海外の方に北海

道に来ていただいて、皆様の技術を伝えていただくことへの支援もできます。こちらも御活用いただき

たいと思います。 

 資料裏の３ポツ目、ＪＩＣＡ海外協力隊、これはボランティア事業です。昨年 60周年を迎えました。

本当に多くの元気な方が行っていただいています。皆様の組織の中でも御活用いただきたいですし、皆

様自身も是非、休職参加もご検討いただいてもいいと思います。 

 「その他」として、ジョージア・アゼルバイジャン ビジネスツアー。こちらは 10月にジョージア、

アゼルバイジャンに交通インフラ系の分野でのビジネスツアーを考えています。数年前にはカザフスタ

ンへのツアーも実施しましたが、そのツアーに参加した企業さんは、実際に道内ならではの製品を使っ

た海外での商談も成立しておりますので、是非、御活用いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

（木下国際課長） 

 ありがとうございました。 

 それでは続きまして北海道木材産業協同組合連合会の中野参事よろしくお願いします。 

 

（中野氏） 

 道木連の中野でございますよろしくお願いいたします。 

 私から一点話題を提供させていただきます。皆様も御承知だと思いますけれども、北海道は面積の大

体７割を森林が占めておりまして、特にその森林資源は、切って植えると再生されるということで、そ

の豊富な森林資源をうまく活用していくことは我々の課題であります。 

 その中でトドマツという樹種がございまして、北海道で一番多く自生してる木でございます。今ちょ

うどそのトドマツが 50年生以上となり、利用の時期を迎えているものが多いということで、これまで、

我々北海道木材産業協同組合連合会でも、道内で育っている木なので道内で使っていただこうという形

で、様々な取組を進めてまいりました。 

 ただ、道内の人口、世帯数の減少、高齢化等を受けて、北海道内の住宅の着工数はどんどん減少して

おりまして、今後も増加する見込みはあまりないということでございます。それでは、本州方面はどう

かということですが、同じようなになかなか需要が伸びない状況です。それでは、海外ではどうかとい

うところで、例えば近隣のアジアの国。実際、中国とか韓国の富裕層住宅向けに、トドマツを若干です

けど輸出してる実績はあるのですが、中国、韓国でも経済が減速しているということで、なかなかそれ

ほど伸びは見込めないのではないかと。他にどこかないかなと探すと、世界最大の木材市場であるアメ

リカが浮かび上がってきております。 

 アメリカの住宅建築はずっと堅調に伸びておりまして、カナダやヨーロッパなど、多くの国でアメリ

カへ住宅用木材として輸出しております。ただ、輸出を行うためには、アメリカの住宅の建築材として

活用するための基準を満たす必要があります。日本では、国土交通省が建築基準法を基に、住宅等の構
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造用材料として基準強度というものが定められていますけれども、アメリカでも同様に設計強度という

ものが定められております。本州で住宅部材として使われてるスギ、ヒノキにつきましては、昨年、ア

メリカの設計強度を取得しております。このスギ、ヒノキに続いてですね、北海道のトドマツについて

も、資源が豊富にあるということで、昨年度の国の補正予算によって、アメリカの設計強度を取得する

ための調査が行われております。 

 我々も北海道庁など、関係行政機関や製材工場との調整等の協力を行っているところでございます。

この調査は道内の製材工場から必要な材料を製材して、アメリカへ輸送して検査を行うため、ちょっと

時間を要するということで、本年から３年間かけて行う予定でございます。 

 この設計強度が取得できたら、直ちに輸出ができるというものではなく、その準備ができるというこ

とになります。設計強度があることによりまして、米国内での住宅の構造材として利用可能になるため、

輸出の可能性が生まれてくるということでございます。 

 実際輸出する場合は個別に交渉ということになるとは思いますけれども、先ほど御紹介した本州のス

ギは、大手の建設会社さんが輸出の検討を始めたという報道もされているところでございます。 

 トドマツという樹種は、御存じの方もいらっしゃるかもしれませんけれども、白身が綺麗な木で、ア

メリカでも好む人が多いのではないかと聞いております。 

 今後、そのトドマツが輸出されて、アメリカに北海道産トドマツを使った住宅が建っていく可能性が

あるということを御紹介させていただきます。 

 以上でございます。 

 

（木下国際課長） 

 ありがとうございました。 

 続きましてＨＩＥＣＣ 長谷川様、よろしくお願いいたします。 

 

（長谷川氏） 

 ＨＩＥＣＣ専務の長谷川といいます。よろしくお願いします。私どもから三点あります。 

 まず一点目、資料４－３、Ａ４縦のペーパーを御覧いただきたいと思います。私どもＨＩＥＣＣでは、

他の団体さんとも同じように、年１回、総会を開催しておりまして、９年前から総会の後に、その時々

のタイムリーな話題を皆様に御提供しようと、講演会を開催しております。今回は、来月 23 日に開催

しようと考えておりまして、毎日新聞社の東京本社から金子淳さんという記者を講師にお招きして、「中

東におけるイラン」というテーマで開催したいと考えているところであります。 

 金子記者は、今年の３月までエジプトのカイロ支局に勤務していたそうで、守備範囲が中東全体とい

うふうに聞いております。現地取材を通して、中東におけるイランの存在意義だとか戦争の背景、国際

社会への影響などについて、様々な角度から解説をいただいて、複雑に絡み合う国際課題に私たちがど

のように向き合うべきなのかを考える機会ともしたいなと思っております。タイムリーな話題として興

味深いお話が聞けるのではないかなと、私どもも期待しているところでありますので、皆様におかれま

しても、もしお時間があれば、御参加いただけるとありがたいなと思っております。 

 二点目、意見というか、私どもの現状認識ですが、資料３－１の展開方向①「外国人を引きつけ、共

生する地域づくり」の（2）「地域における外国人との共生」という部分で、上から三つ目「外国人受入

環境整備における一元的相談窓口運営事業」とありますが、この点について、私ども、近年、北海道で
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も、技能実習や特定技能の方が急増しておりまして、今後も様々な宗教的・文化的背景を持った国や地

域の方、外国人材の受入れが一層進んでいくものと考えております。 

 こうした中、来年４月から入国前後の日本語講習の義務化など、新しく育成就労制度が施行されるこ

とになっておりまして、制度や運用が厳しくなるなど、大きく変化していくことが見込まれております。 

 これにより不安を抱える外国人の方も増えていくことが想定されますことから、私どもといたしまし

ても、引き続き、皆様方と連携しながら、私どもの事務所にあります外国人相談センターにおける相談

対応だとか、情報提供の充実に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、三点目ですが、資料４－３、Ａ４横で両面です。これは私どもの、今後の取組ということで、

時間の関係上、「主な事業」から、下線を引いている事業をピックアップして説明させていただきたいと

思います。 

 まず「１ 多文化共生の推進」については、上から四つ目、先ほども少し言いましたが、外国人相談

センターの運営。これは 2019年の夏に開設されまして、今年度で８年目となります。相談件数は年々増

加傾向にあります。件数にして約 3000件ちょっとの相談がありました。 

 国別ではやはり中国やベトナムの方々が多くて、相談内容については、在留資格に関することだとか、

雇用、税金、社会保険などの件数が多かったです。また、交通だとか運転免許証に関する相談も最近増

えてきておりまして、現在の特徴かなと思っているところであります。 

 次の「外国人災害対応事業」では、日頃から、地震などの大規模災害に備えて、各振興局や市町村が

実施する外国人向け防災教育などに協力させていただいているところです。また、実際の災害発生時に

は、外国人相談センターにおいて、行政機関が発出する情報を、英語はもちろん、ベトナム語だとかイ

ンドネシア語など全部で 11 ヶ国語に翻訳して、ＳＮＳ等を通じて発信するなどして、外国人の方々が

安心して暮らせるよう取組を進めているところであります。 

 「２ 外国人留学生の受入・定着促進」は、20年前から始めている取組ですけれども、外国人留学生

の受入れや、グローバル化を支援するために、日本学生支援機構主催の日本留学フェアに参加させてい

ただきまして、北海道の各大学のプロモーションを行っております。令和８年度は予算を増額して、今

後、専門的知識を備えた高度人材としても期待されますベトナムの方、また、最近、技能実習生を中心

に急増しているインドネシアの方、この２か国に焦点を当てて、積極的な働きかけを行う予定としてい

るところであります。 

 ３番目の「グローバル人材の育成」は、2010年から始めた取組でありまして、国際化を担う人材を育

てていくため、高校生を対象にして、ＳＤＧｓをテーマに海外に行ってもらいまして、現地視察だとか

現地の方々との交流などを行っております。今年度はベトナムでの実施に向けて現在調整を行っており

ます。 

 最近の円安や物価高に加えて、飛行機代の高騰など、派遣関係の事業は年々予算の確保が難しくなっ

ている状況にありますけれども、私どもＨＩＥＣＣとしましては、こうした次世代を担う子供たちを対

象とした取組は非常に大事だと考えておりますので、関連事業を見直すなどして引き続き対応していき

たいと考えているところであります。 

 裏面を御覧ください。 

 ５の「国際交流の推進」につきましては、三つ目の丸、南米圏の移住者支援のため「移住者子弟留学

生・研修員受入事業」で、今年度は留学生としてブラジルから１名、研修員としてブラジルとパラグア

イから２名受け入れることとしております。昭和 52年からスタートしたこの事業ですが、調理、経営、
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ＩＴなど様々な分野で、これまでも多くの若い方たちが、北海道へ来て学んで帰っております。こうし

た若い方、留学生・研修員は、北海道と日系社会をつなぐ架け橋として期待され、また、地元の道人会

などからの期待も大きいことから、私どもとしても、今後も重要な事業として取り組んでいきたいなと

考えております。 

 最後６の「国際協力の推進」です。四つある丸の三つ目まで、ＪＩＣＡ様から受託させていただきま

した数々の有意義な研修事業です。中川所長ありがとうございます。そして最後の四つ目の丸、草の根

技術協力「ネパール国給配水管理体系化技術」事業ですけれども、これはＨＩＥＣＣと札幌市の水道局

による事業で、令和３年から６年まで、ネパールのポカラ市の給配水技術支援プロジェクトを行ってき

たところですが、第二期ですか、次のフェーズに位置付けることができる次期プロジェクトを申請させ

ていただきましたところ、先日、ＪＩＣＡ様より採択されましたので、来年、令和９年度からの本格実

施に向けて、今年度はその準備を進めることとしております。 

 ＪＩＣＡ様とのお付き合いは、もう 30 年前からになりますので、引き続き連携させていただければ

と思っておりますので、よろしくお願いします。 

 以上、簡単ですけども、ＨＩＥＣＣの取組について報告させていただきました。 

 ありがとうございます。 

 

（木下国際課長） 

ありがとうございました。 

続きまして、札幌大学 平井先生、よろしくお願いします。 

 

（平井氏） 

札幌大学の平井です。よろしくお願いいたします。 

先ほど御説明いただいた令和８年度の国際関連施策について、すべての展開方向が重要なテーマだ

と思いますが、目まぐるしく変化する国際情勢を踏まえますと、展開方向の二点目の重要度が増して

いると感じます。その他が重要ではないということではなく、展開方向の一点目や三点目などの地域

基盤整備も不可欠なものになっていると考えます。 

近年の世界経済では、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、イラン戦争、半導体供給網の再編、

エネルギー安全保障問題、原材料・食料の価格高騰などにより、「効率性」よりも「安全保障」や「供

給網の安定」が重視されるようになっていますが、その点について北海道は非常に希少な条件を備え

ていると考えられます。ＧＸ関連産業、次世代半導体製造、環境配慮型データセンター、食料供給の

拠点としての北海道の価値が更に高まっており、特に半導体は、国家安全保障の観点からも重要で世

界各国が生産拠点の分散を進めているなかで、北海道への投資誘致は地域振興としても重要ですが、

日本全体の経済安全保障政策とも直結していると言えると思います。 

また、世界では脱炭素化競争が急速に進んでおり、欧州のグリーン政策、ＥＳＧ投資の拡大や再エ

ネ需要の増加などにより、「再生可能エネルギーが豊富な地域」に産業が集中していくことが考えられ

ます。この点についても、北海道は洋上を含む風力、地熱やバイオマスなどの発電のポテンシャルが

大きく、日本国内でも特にＧＸの適地として注目されており、単なる環境政策として捉えず、今後の

産業立地競争を考慮しても、二点目の展開方向の重要性はさらに高まると言えます。 

私の研究領域の一つが観光経済論ですので、インバウンドを含む観光政策についても関心がござい
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ますが、先ほど、北海道観光機構の伊藤様からご指摘がありましたように、観光客の量から質への転

換、そして、観光の高付加価値化やＤＸ化は重要な課題の一つと思います。その一方で、オーバーツ

ーリズムや観光客の地域偏在、集中と分散といった問題もあると思いますので、今後、研究を進めて

いければと考えております。 

今後、５年間で、この施策等がどのように展開されていくか、期待しているところです。 

 

（木下国際課長） 

ありがとうございました。 

それでは最後、北海道大学 平田先生、お願いします。 

 

（平田氏） 

よろしくお願いします。 

私は、大学で日本語教育を行っておりまして、その関係で地域でも日本語教育や、外国の方のコミ

ュニティーと地域社会の接点を作るような活動をしております。その活動の中から見えてきたこと

や、道に期待することを含めて、四点、簡単に述べさせていただきます。 

一つ目は日本語教育ですが、今、日本語学習の場が、地域では非常に二極化しているなと感じてい

ます。一つは日本語学校。国立大学よりも高い学費を払って、そこでビザの要件をすべて満たすだけ

の科目分を履修しなければいけないので、基本的に一日中勉強するという、地域の方にとってはかな

りハードルの高い学習の場。 

もう一つは、地域の日本語教室。これは、ほとんどが月２回開催が大半ではないかと思います。自

治体によっては、市民が力を入れて週３回、週４回開催してるところもありますけれども、非常に稀

です。週３回、週４回開催している教室であっても、地域の方からは、到底これでは日本語能力を伸

ばすには満たないという声も聞いています。 

この中間のようなものがないのかという声を、本当に学習を望む方から聞くことがあります。 

共生の場としての教室なのか、それとも、学習機会を望む方に提供できる日本語教育の場なのかと

いうことが、難しい問題としてあるのですが、大学としても、地域の日本語教育に何か貢献できるこ

とはないかと考えているところですので、今後、道と連携しながら取り組んでいけたらと思っていま

す。 

次に二つ目、今お話した日本語教育にしろ、又は地域との交流の場の提供にしろ、やはり、北海道

では技能実習、特定技能が圧倒的に多数派なので、どうしてもそこに向けた取組が中心になるのかな

という印象を持っています。しかし、技能実習、特定技能、特に技能実習の場合は、そもそも在留資

格の制度の中に、初期研修であったり、日本語教育機会が保障されている、かなり体系立った取組

が、制度として準備されていると思われます。ですが、一歩その制度の外に出た人たちには、本当に

何もないです。技能実習、特定技能に対して、十分に支援が整備されたので、これで十分だと思って

いると、その在留資格の外の人たちは、想像もできないほど、支援がゼロということもあります。 

日本に来て、全く何の研修も受けず、全く何の日本語学習もせずに、もう何年も暮らしてる人がた

くさんいる。 

最近、非常に重大な、事故というか事件がありましたが、その際、その経緯を時系列でたどってい

ったところ、１時間弱、通報していなかったということもありました。それは、その方が、全く日本



 

 19 / 21 

語ができないとか、そもそも、１１９番といった仕組みを知らないで、何年も地域に住んでいる方も

います。 

もちろん、技能実習、特定技能の方は、北海道の中で数が多いので、そこに向けた取組が必要だと

は思うのですが、制度の中である程度、カバーできる面もありまして、むしろそういった、目が届か

ないようなところに、道なり行政なりが働きかけを行っていった方が良いのではないか。 

今後、在留資格が少し変わって育成就労となり、人材育成という観点から、特定技能１号、２号へ

の接続が、よりスムーズ、明確化していったときに、その先には定着支援ということも含めて、家族

が安心して暮らせる家族帯同ということが視野に入ってくると思うのですが、家族への日本語学習機

会や交流機会の提供は、どの程度制度に組み込まれるのかということも、まだ見えないところであり

ます。 

ですので、制度の外にいる人たちへの働きかけも、行政が行うべき対象なのかもしれないなと考え

ております。 

三つ目に、交流、地域の共生というとき、どうしても日本人対外国人、日本人と外国人が交流する

という形になるのですが、外国人も非常に多様だと思っております。でも、交流事業をするとなる

と、やはり集めやすさなどの観点から、日本人と特定の国籍の外国人が交流するとか、日本人と特定

の団体に所属している外国人が交流するとか、日本人と特定の在留資格の方が交流するといった形に

なるのですが、地域の多様化の現状を鑑みれば、「外国人」と括られる人たちの中での交流も、共生と

いう観点からは必要ではないか。ある程度、閉鎖的な宗教的なコミュニティがあったとして、そこと

日本人が交流することも大事ですが、同じ宗教の、別の国籍の方、別の在留資格でいらっしゃる方

も、地域にはたくさんいるのですが、外国人同士でも、国籍や属性、所属が異なると全く交流がない

状態ですから、そういったところも、今後、共生のための交流事業、地域での事業という際に、視野

に入れていってもいいのではないか。常に日本人対外国人でなくても良いのではないかなと思いま

す。 

そして最後、四つ目に、北海道はここ３年、対前年度比の在留外国人の伸び率が全国一という驚異

的な伸び率で、母数が増えれば本当にいろいろなことが起きると思っています。 

私が最近知った事例でも、就労中の作業の中で、非常に重大な障害を負ってしまった人が２人いま

した。一生、もうこのまま働くことはできないであろうと、生死も心配されるような障害です。 

そうなったときにどう対応するのか。地域の支援者の方が話を持ってこられて対応するということ

もあるのですけれども、就労者本人は、例えば、日本の企業・団体に雇用されていれば、その中でカ

バーされることもありますが、実際はそれだけではないと思うのです。 

そういった、本人が意識を失うような障害を負った場合は、やはり家族も日本に来て見守りたいと

思うでしょう。ただ、そういうときに、どのように対応するかということが全く整備されてなくて、

地域の支援者の方が、ボランティア、手弁当で、いろいろやっていらっしゃいます。 

そうなると、その家族の方の在留資格をどうするか、専門的な難しいことがいろいろ出てきて、そ

ういった相談が回り回って私のところに来ることもあるのですが、そうすると、私も結局個人のネッ

トワークで、弁護士の方とか、札幌には多くの支援者の方がいるので、そういった方につなぐという

ことができるのですが、それは非常に属人的なネットワークによる支援です。 

母数が増えると、こういうことも今後、地方でたくさん出てくるだろうと思いまして、輝かしい事

例ばかりではなく、いろいろなことが起きますから、こういったことが起きた時に、このような形で
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対応したというような事例を、どこかで積み重ねていけないか。 

今、具体的な支援の経験というのは、それぞれ支援者の方の中にあって、それが外になかなか共有

できない状態で、現場値として蓄積されてるのですけれども、それを、例えば道として集めていただ

いて、こういった事例になったときは、ここにこう接続して、このように支援しました、このぐらい

費用がかかりました、家族が来る可能性もあるし、通訳を手配する可能性もある、というようなこと

が、体系的に蓄積されていくと非常に参考になるのではないか、特に、海外からの受入れを始めたば

かりの団体や地域にとっては、道に事例の蓄積があると非常に役に立つのではないかなと、最近の支

援の事例から考えた次第です。 

以上です。 

 

（木下国際課長） 

ありがとうございました。 

御参加の皆様から、一通り今お話を頂戴いたしました。お話し漏れや追加がもしございましたら、

遠慮無く御発言をお願いしたいのですがいかがでしょうか。 

よろしいですか。 

それでは、予定しておりました議事は以上になります。これで全ての議事を終了させていただきま

す。 

冒頭でお伝えしましたとおり、本日の議事概要につきましては、道のホームページで公開させてい

ただきます。後日、皆様には議事概要の確認をお願いしたいと思っておりますので御協力をお願いい

たします。 

それでは、最後に国際局長の藤嶋より御挨拶申し上げます。 

 

（藤嶋国際局長） 

改めまして、本日は、本当に貴重なお話、御意見をいただきまして、ありがとうございます。 

感謝申し上げます。 

私も、感銘を受けたことがたくさんありまして、本当は、一つ一つコメントをお返ししたいところ

ですが、それよりは、いただいた貴重なお話を共有することが大事だと思いますので、先程申し上げ

たように、我々道としても、ホームページなどで公開することで、関係の皆様に知っていただくなど

努めていきたいと思います。 

一点だけ、私もコメントさせていただければと思うのですが、先ほどトゥー会長から、24年前に日

本に来られて、それから御苦労されたというお話をいただきました。人との繋がり、地域との繋がり

が大事で、不安を解消していくというお話でしたが、正直、担当する我々も言葉として認識している

ことではあるのですが、実際に御苦労されたトゥー会長のお話を改めて、しっかり受け止めました。

外国人との共生とか、外国人材の誘致というだけではなくて、いわゆる国際交流ですとか、経済交流

においても、こういう視点は絶対に大事だなと、改めて思いました。 

これから仕事をする上で、肝に銘じておきたいなと思っております。 

それでは、長時間にわたりまして、たくさんの貴重な御意見をいただきまして、本当にありがとう

ございました。 

また次も、どうぞよろしくお願いしたいと思います。 
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（木下国際課長） 

それでは、以上で令和８年度第１回有識者会議終了いたします。 

本日は、長時間にわたりまして御参加いただきありがとうございました。 

 

（以上） 


